
　平成29年度の水道事業は、16万2,301戸へ3,879万5,437㎥の水を供給しました。このうち、水道料金の対象となった水

量は3,749万9,396㎥で、有収率は96.6％となっています。また、建設工事については、水道管布設延長4,004.5ｍの工事や

上水道監視システム更新工事を行い水道施設の整備拡充に努めています。

　資本的収入4.7億円に対して、資本的支出16.8億円となっ

ています。不足分は、建設改良積立金などの内部留保資金で

補てんしています。

　資本的収入は、補助金が4.5億円等となっています。

　資本的支出は、建設改良費が12.1億円、企業債償還金が

2.7億円等となっています。

　平成30年３月31日時点の水道事

業の財政状態は次のとおりです。

　資産は、水道施設の有形固定資

産が249.37億円、施設の更新財源

となる現金預金が108.84億円等

となっています。

　負債及び資本は、資産を取得す

る際の調達源泉を示しており、償

却資産の取得又は改良に充てた

補助金である長期前受金が90.62

億円、企業債が20.89億円等と

なっています。

　総事業収益77.6億円に対して、総事業費用68.3億円とな

り、純利益9.3億円を計上しています。

　収益的収入は、水道料金である給水収益が大部分を占め

69.1億円、長期前受金戻入が3.9億円、他会計負担金が2.8億

円等となっています。

　収益的支出は、県からの浄水購入費である受水費が39.7

億円、減価償却費が10.9億円、職員給与費が8.3億円等と

なっています。
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平成29年度決算のあらまし平成29年度決算のあらまし

水道事業
　平成29年度の下水道事業は、15万2,632戸から排出された汚水3,581万9,315㎥を処理しました。行政人口に対する下水道

の普及率は98.1％で、処理区域内の水洗化率は95.7％となっています。また、建設工事については下水道管渠総延長883.1

ｍの工事を行い汚水処理未普及地区の解消や浸水対策等に努めています。

下水道事業

収益的収支（税抜き）

　総事業収益52.6億円に対して、総事業費用47.1億円とな

り、純利益5.5億円を計上しています。

　収益的収入は、下水道使用料が34.3億円、長期前受金戻入

が9.1億円、雨水処理負担金が4.5億円、他会計負担金が2.8

億円等となっています。

　収益的支出は、流域で汚水を処理する負担金が20億円、職

員給与費が2.4億円、減価償却費が17.5億円、支払利息が3億

円等となっています。

収益的収支（税抜き）資本的収支（税込み）

　資本的収入11億円に対して、資本的支出19.4億円となっ

ています。不足分は、減債積立金などの内部留保資金で補て

んしています。

　資本的収入は、企業債が3.6億円、補助金が3.4億円等と

なっています。※このうち0.6億円は、翌年度へ繰越す支出

の財源に充当する額となっています。

　資本的支出は、建設改良費が8.9億円、企業債償還金が

10.5億円となっています。

資本的収支（税込み）

バランスシート

　平成30年３月31日時点の下水

道事業の財政状態は次のとおり

です。

　資産は、下水道施設の有形固定

資産が446.26億円、施設の更新財

源となる現金預金が31.73億円等

となっています。

　負債及び資本は、資産を取得す

る際の調達源泉を示しており、償

却資産の取得又は改良に充てた補

助金である長期前受金が237.15億

円、企業債が141.2億円等となって

います。

バランスシート

 収益的収支

　各年度の経営活動に伴い発生するすべての収益とそれに対応

するすべての費用を発生の事実を基準として計上します。現金

の収支を伴わない収益と費用も計上されます。予算書の様式で

第３条に記載することとされているので、3条予算ともいいます。

利益の処分

　平成29年度に生じた純利益5.5億円全額を減債積立金に積み立てることを市議会へ提案し、平成30年10月に議決を得ました。

利益の処分

 資本的収支

　施設を新設・更新等するための財源と経

費のほか、企業債の元金償還金等も計上し

ます。予算書の様式で第4条に記載すること

とされているので、4条予算ともいいます。

 減価償却費

　償却資産の価値の減少分を費用として

計上します。現金支出を伴わない費用で、

損益勘定留保資金として企業の内部に留

保され資本的支出の財源となります。

 長期前受金戻入

　償却資産を取得又は改良する際に財源として受入れた補助金等は

長期前受金として整理され、償却資産を減価償却する際に収益とし

て計上します。現金収入を伴わないので、減価償却費等から生じる内

部留保資金を減額させることになります。

 貸借対照表

　企業の財政状態を明らかにするため、一定の時点

において当該企業が保有するすべての資産、負債及

び資本を総括的に表示した報告書です。

 利益の処分

　毎事業年度に生じた利益

の使い道を定めることです。

議会の議決が必要です。

　平成29年度に生じた純利益9.3億円を減債積立金及び建設改良積立金

に積み立てることを市議会へ提案し、平成30年10月に議決を得ました。
減債積立金
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建設改良積立金
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支出額

19.4
建設改良費

8.9
企業債償還金

10.5

収入額

11.0
企業債
3.6

補助金
3.4

その他
4.0

不足分
9.0

単位：億円 単位：億円

単位：億円

単位：億円

単位：億円

単位：億円

単位：億円

収入額

77.6
給水収益 69.1給水収益 69.1

長期前受金戻入
3.9

他会計負担金
2.8

その他
1.8

支出額

68.3
受水費 39.7受水費 39.7

減価償却費
10.9

職員給与費
8.3

支払利息
0.7

その他
8.7

その他
8.7

純利益
9.3

収入額

4.7
補助金 4.5補助金 4.5 不足分 12.1不足分 12.1

その他
0.2

支出額

16.8
建設改良費 12.1建設改良費 12.1

企業債償還金
2.7

その他
2.0

その他
2.0

固定資産
257.41
固定資産
257.41

流動資産
122.82
流動資産
122.82

有形固定資産
249.37

有形固定資産
249.37

無形固定資産
0.04

現金預金
108.84
現金預金
108.84 未収金 13.07

貯蔵品 0.61

前払金 0.30

資産合計 380.23

投資 8.00

固定負債
35.09

固定負債
35.09

企業債 18.13企業債 18.13

企業債 2.76引当金 16.96引当金 16.96

長期前受金
90.62

長期前受金
90.62

資本金
135.00
資本金
135.00

資本剰余金 23.06資本剰余金 23.06

利益剰余金 84.09利益剰余金 84.09

引当金 0.70

流動負債
12.37

繰延収益
90.62

繰延収益
90.62

資本金
135.00
資本金
135.00

剰余金
107.15
剰余金
107.15

負債資産合計 380.23

未払金 7.10

預り金 1.81

収入額

52.6
下水道使用料

34.3

長期前
受金戻入

9.1

雨水処理負担金
4.5

他会計負担金
2.8

その他
1.9

支出額

47.1
負担金
20.0

職員給与費
2.4

支払利息
3.0

純利益
5.5

その他
4.2

減価償却費
17.5

資産合計 534.92

固定資産
492.22

流動資産
42.70

有形固定資産
446.26

無形固定資産
45.86

現金預金 31.73

未収金 8.61

前払金 2.36

投資 0.10

負債資産合計 534.92

固定負債
134.17

企業債 130.67

企業債 10.53

引当金 3.50

長期前受金 237.15

資本金 131.05

資本剰余金 4.43

利益剰余金 9.74

引当金 0.28

流動負債
18.38

繰延収益
237.15

資本金
131.05

剰余金
14.17

未払金 7.54

預り金 0.03

８７ 脱水による健康障害の予防に水分補給が効果的です！




